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§1．はじめに

　従来より、上部構造と下部構造を剛結させたラーメン形式の橋梁は、耐震性の向上、支承や伸

縮装置を省略する事による維持管理性の向上、車輌走行性の向上及び山岳地方の施工性向上の観

点から、特にP　C橋において一般的に用いられていた。これに対し、近年では鋼桁橋においても

橋脚をR　C構造とし、主桁を鋼部材として互いを剛結させた混合ラーメン構造とする事により、

主桁の曲げモーメントを低減させたり、車輌走行性や維持管理性の向上を図った構造が多く採用

されてきている。

　上記のような鋼とコンクリートの剛結ラーメン橋の場合、従来までの鋼及びコンクリート構造

に対する設計計算以外に鋼部材とコンクリート部材の接合部の設計を行う必要が出てくる。剛結

ラーメン橋では鋼とコンクリートの接合部がちょうど隅角部と一致する事から、非常に大きな断

面力が接合部に発生し、その結果断面力を伝達させるために多くのずれ止め機構が必要となる。

これに対し、一般にラーメン構造の隅角部はスペースが狭く、その中にずれ止め部材を多く設置

する事は架設作業性の悪化を引き起こす事から、十分に注意しなくてはならない。また、鋼とコ

ンクリートの接合部では剛性が急激に変化することから、疲労破壊に対する検討も重要になって

くる。しかしながら、今日において、鋼とコンクリートの剛結ラーメン構造が多く用いられるよ

うになってきたにもかかわらず、設計手法は十分に標準化されていない事から、実際に構造物を

設計する時の設計方法は、荷重伝達機構の選択も含めその時々の設計者の技術的判断によりとこ

ろが多い。

　そこで、本研究では鋼箱桁断面橋上部構造とR　C橋脚との接合部を対象に各種接合方式による

比較試設計を行い、それぞれの接合方式の特徴や比較検討を行い、整理することで今後の設計技

術者が参考となる資料を提供することを試みた。
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§2．各種接合方法の概要

　　鋼桁とR　C橋脚との接合部構造について、代表的な構造を下表に示す。なお、以下の構造について

　次項において試設計を行う。

伝達機構図　　　　　　　　　　　　　　　　　　　応力伝達

鉄
筋
定
着
形
式

M

伝達機構
鉄桁→横桁→スタッドジベル→コンクリート→
鉄筋→橋脚

M：曲げモーメント

①引張力
横桁腹板のスタッドジベルから接合部コンク
リートヘ定着された主鉄筋へ伝達

②圧縮力
主桁と横桁の下フランジおよび横桁スタッドジ
ベルから橋脚コンクリートヘ伝達ス　　・　書ベレ

N：軸力

横桁下フランジおよび横桁のスタッドジベルか
ら
橋
脚 コンクリートヘ伝達

S：せん断力

主桁と横桁下フランジ下面に設置されたスタッ
ドジベルから橋脚コンクリートにせん断力とし
て伝達

下
フ
ラ
ン
ジ
支
圧
形
式

F81 スタッドジペル

伝達機構
箱桁→ダイヤフラム→スタッドジベル→コンク
リート→鉄筋→橋脚

茸2L　　聰 Ml曲げモーメント

①引張力
ダイヤフラム、縦桁に設置されたスタッドジベ
ルから充填コンクリートに定着された主鉄筋へ
伝達

②圧縮力
主桁下フランジの支圧板から橋脚コンクリート
に支圧力として伝達ダイヤフラム

M N：軸力

鋼製隔壁内のダイヤフラムのスタッドジベルか
ら
橋
脚 コンクリートにせん断力として伝達

S：せん断力
支圧板および縦桁のスタッドジベルから橋脚コ
ンクリートに伝達

鋼
製
柱
形
式

M

伝達機構
箱桁→鋼製柱→スタッドジベル→コンクリート
→鉄筋→橋脚

M：曲げモーメント

①引張力
鋼製柱部のスタッドジベルから接合部コンク
リートに定着された主鉄筋へ伝達

N

S

ス　　　　　　　レ

②圧縮力
鋼製柱部のスタッドジベルからコンクリートヘ
せん断力として伝達

N：軸力 鋼製柱部のスタッドジベルから橋脚コンクリー
トヘせん断力として伝達

Slせん断力
鋼製柱部のスタッドジベルから橋脚コンクリー
トヘせん断力として伝達
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§3．各種接合方法の試設計
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3－1．設計条件

1．設計条件
　形　　式：7径間連続鋼床版箱桁複合ラーメン橋
　支間長：65m＋65m（着目橋脚両側支問）
　幅　員：6．930m
　鋼　材：SM400、SM490Y、SM570
　コンクリート：σ。k＝30N／㎜2

　鉄筋：SD345A

2．設計断面力

剛結部に作用する力の流れは以下の2通りが考えられる。
　・r鋼桁～接合部～鋼桁』
　・r鋼桁～接合部～橋脚』
接合部の設計には後者（橋脚上端部の断面力）を用いる。

橋脚上端部断面力

せん断
軸力

曲げ
ねじり

Sy
（kN）

Nx
（kN）

　My
（kN・m）

　Tx
（kN・m）

Nx－Ma　x 一94．0 7695．6 1531．9 一1220．9

Nx－M　i　n 357．3 3443．5 5067．7 一369．6

Sy－Max 1153．0 3907．3 1797．4 3351．0

Sy－M　i　n 一1240．7 3912．0 一1656．0 一4521．6

Tx－Ma　x 一50．0 3902．7 2888．9 8125．5

Tx－M　i　n 一37．6 3916．5 一2747．4 一9296．1

My－Max 445．4 5860．9 15193．4 4934．7

My－M　i　n 一552．7 5774．0 一14400．0 一6468．6

スタッドジベル設計に用いるせん断力は上記断面力をダイヤフラム面等
のせん断力に換算したものを用いる。

　　ヒザ　　　　　ヒザ
　　　M　　　　　　　　　　　　　　　　　 M
　　　　　　　　（鋼桁～鋼桁）　　　　　　　　　　　（調桁～橋脚）

※接合部設計に用いる断面力

・m設計要領第二集
9章2－6
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3．使用スタッドジベル諸元

a）形状

鉦

150

b）許容せん断応力度

H　／　d

Qa

ここに、

　　Qa

　　d
　　H
　σck

9．4　×

9．4　×

24919

150／　22

d2　×

484×
N／本

ノ『σck

r30

6．8≧5．5

スタッドジベルの許容せん断力（N／本）
スタッドジベルの軸径（㎜）
スタッドジベルの全高（㎜）
設計基準強度（N／㎜2）

＊本例では、レベル2地震動に対する計算を省略しているが、レベル2地震動
　に対して設計を行う場合は、上記のスタッドの許容せん断力を3倍して使
　用する。

c）配置

鉛直方向最小間隔：5dもしくは、100㎜
水平方向最小間隔：d＋30㎜

　　　　　　　国

鉛直方向配置間隔　　5　×　22

水平方向配置間隔　　22　＋　30

llO　mm以上

52㎜以上

・道示m1．5．8
・JIS　B　l198「頭つ

きスタッド」

・道示H　lL5．5

・道示H　lL5．4
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3－2．鉄筋定着形式

1．設計方針

　　　　　　　　側　面

2000

主桁

S　z

＞

Nx↓

　　　I
　　　I
　　　l
　　　＿』

　　　
　　　IM　y

　　　l
　　　I
　　　I

o
頃o

I
I
I　X

I

I
I

l

4500

量
星

（1）上部構造からの曲げモーメント、軸力、せん断力を確実に橋脚に伝達さ
　　せなければならない。

（2）応力伝達は、鋼桁→コンクリート→鉄筋→橋脚の順序で伝達されるよう
　　設計する。

　・曲げモーメント
　　　引張力：横桁WE　B外側のスタッドジベルから主鉄筋へ
　　　圧縮力　：鋼桁下フランジと下面コンクリートの支圧抵抗で力を伝達

　・水平せん断
　　　鋼桁下フランジ下面のスタッドジベルでR　C柱の鉄筋およびコンクリ
　　　ートに伝達する。

　・軸力
　　　鋼桁下フランジより橋脚コンクリートヘカを伝達する。
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2．剛結部スタッドの設計

（1）設計方針
　鋼桁からRC橋脚へ伝達される曲げモーメントおよび軸方向圧縮力は、
　引張側においては横桁WE　B外面のスタッドを介して伝達するものとし、
　圧縮側においては、鋼桁下フランジと下面コンクリート間の支圧抵抗で、
　伝達するものとする。

（2）スタッドジベル本数の決定

　鋼桁からRC橋脚へ伝達される曲げモーメントMと軸圧縮力Nより算出さ
　れるせん断力をWEB面のスタッドに等分に負担するものとして、本数を
　決定する。

　1）ダイヤフラム面
　曲げモーメントMy　　l4400kN・m
　軸圧縮力Nx　　　　　5774kN
　橋軸方向ダイヤフラム間隔　2．O　m

　ダイヤフラム1面に作用するせん断力　S
　　　S＝M／L－N／2
　　　　＝14400／2．0－5774／2＝4313kN

　必要スタッドジベル本数n
　　　n＝S／Qa＝4313／24．9＝173．2

ボルト配置
　　鉛直方向　ピッチ150mm　l2列
　　水平方向　ピッチ150㎜　17列
　　ボルト本数n＝204本

2）主桁WE　B面
曲げモーメントM　　　　3594kN・m
軸圧縮力N　　　　　　　3914kN
橋軸直角方向主桁WE　B間隔2．8m

ダイヤフラム1面に作用するせん断力　S

　　S＝M／L－N／2
　　　＝3594／2．8－3914／2＝一673kN

必要スタッドジベル本数n
　　n＝S／Qa＝673／24．9ニ27．0

ボルト配置

　　鉛直方向　　　　　　　　　2列
　　水平方向　ピッチ130mm　l4列
　　ボルト本数n＝28本
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3．下フランジ接合部の設計

（1）下フランジ接合部で面内せん断力SzとねじりモーメントTxを受け持
　　つ場合
1）設計方針

・スタッドジベルは接合部のねじりモーメント（Tx）とせん断力（Sz）に
　より設計する。
・下フランジはスタッドジベルによる伝達されるせん断力成分（Tx，Sz）
　に対し、下フランジのみで抵抗できる板厚とする。
　計算は主桁ウェブで支持された単純梁として設計を行う。

M＝Tx／2十1／4×Sz×L
S　ニ　Tx　／　L　十　1　／　2　×　 Sz

断面係数　z＝B2×t／6
断面積　　　AニB×t

B　主桁ウェブ間隔（Ll）

t．下フランジ厚

2）スタッドジベルの計算
a）柱底面スタッドの配置

　橋直方向：3040㎜，橋軸方向4500㎜，スタッドピッチ：幅方向125㎜と
　する。

Y（m） N（1列） Yl（皿） Yl2（m2） N・Yl（皿） ジベル間隔

1列目 0，200 33 1．2 1，440 47，520 125．0

2列目 0，325 33 1．1 1，156 38，136 125．0

3列目 0，450 33 1．0 0，903 29，783 125．0

4列目 0，575 33 0．8 0，681 22，461 125．0

5列目 0，700 33 0．7 0，490 16，170 125．0

6列目 0，825 33 0．6 0，331 10，911 125．0

7列目 0，950 33 0．5 0，203 6，683 125．0

8列目 1，075 33 0．3 0，106 3，486 125．0

9列目 1，200 33 0．2 0，040 1，320 125．0

10列 1，325 33 0．1 0，006 0，186 125．0

11列 1，475 33 0．1 0，006 0，186 125．0

12列 1，600 33 0．2 0，040 1，320 125．0

13列 1，725 33 0．3 0，106 3，486 125．0

14列 1，850 33 0．5 0，203 6，683 125．O

15列 1，975 33 0．6 0，331 10，911 125．0

16列 2，100 33 0．7 0，490 16，170 125．0

17列 2，225 33 0．8 0，681 22，461 125．0

18列 2，350 33 1．0 0，903 29，783 125．0

19列 2，475 33 1．1 1，156 38，136 125．0

20列 2，600 33 1．2 1，440 47，520 125．0

合計 660 353，306

ここで、

Y　　　ウェブ端部からの距離
N　　　橋軸方向スタッド本数（4500－200＊2）／125）

Yl　　軸中心からスタッド位置までの距離
W　　　断面係数　　（ΣN・Yl2／（Yl（麗W＝　　294．4

補）　スタッドジベ
　　ルの代わりに、

　　H形鋼やせん断
　　キーなども採用
　　される。
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b）スタッド本数の照査

ねじりモーメントによる作用
面内せん断による作用力

ねじりとせん断による合力
スタッドの許容応力（φ22）

qMニTx／W
qY＝Sz／ΣN

Σq＝4「（qM2十qY2）〈Qa

Qaニ24．9kN

qY　kN ΣqkN QakN
FX－MAX　　　2．1 16．9

24．9
FX－MIN　　　2．3 22．1

3）下フランジの照査

断面力
Sz．max Sz　　　kN 1524．9

Mx．max Tx　　kN．m 一6468．6

梁としての支間長　　　　L　　m 2，800

梁高 B　　　m 4，000
曲げモーメント Mx．皿ax M　　　kN．m 2166．9

せん断力 S　z．max S　　　kN 3072．7

断面定数

フランジ厚　　t　　mm 33

材質 一
SM490Y

断面積 A　　　cm2 924．0

断面係数 Z　　　c皿3 43120．0

応力度

曲げ応力度 σ　　kN／㎜2 50．3
σa　kN／皿皿2 210

ん断応力
τ　kN／㎜2 33．3
τa　kN／㎜2 120

合成応力度 F　　　一 0．1

Fa　　　一 1．2

※　下フランジ接合部の断面力は、実際にはずれ止めのみでなく、フラン
　　ジ部にも支圧応力として分担される。このため、フランジ下面と橋脚
　　コンクリートの間には、局部的な圧壊や剥落を防止するため、下フラ
　　ンジ幅の拡幅やコンクリート部のU形補強鉄筋などを考慮する必要が
　　ある。

　　　また、橋脚コンクリート角部の剥落などを防止するため、バンドプ
　　レートを用いる場合もある。　（板厚については、母材と同等とされて
　　いる。）

注）　主桁下フラン
　　ジ部を橋脚鉄筋
　　が貫通する場合
　　は、この断面欠
　　損を補うために
　　フランジの増厚
　　や補強リブの設
　　置が必要。

　　（鉄筋貫通孔は
　　鉄筋径＋40㎜程
　　度）
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（2）ねじり力を主桁WEBのスタッドで伝達する場合）

1）設計方針

・下フランジスタッドジベルは接合部のせん断力Szにより設計する。

　　　　　　　　　　S＝Sz

・主桁WEBスタッドジベルはねじりモーメントTxを隅力に置き換え、設
　計する。

　　　　　　　　　　Tx／BニFsl

　　　　　　　　　　B：主桁WEB幅（2800㎜）
　　　　　　　　　Fs1：ねじりモーメントによる隅力

2）下フランジスタッドジベルの計算
・柱底面スタッドの配置

　面内せん断Szによる作用：NニSz／Qa
　ここで、

　　N：　必要ボルト本数
　　Qa：　スタッドジベルの許容せん断力（N／本）
　　　　　Qa（φ22）・24919N／本
　　S　z　：　　1524．9KN

　　N＝1524．9×　1000／　24919＝　61本以上

　スタッドジベル間隔については最大600㎜とする。

　橋軸方向：4500㎜　　橋軸方向：3040㎜

　橋軸方向：8．2→　10列　　（両端200㎜中央9＠455．6㎜・4500㎜）

　橋直方向：6．6→　　7列　　（両端200㎜中央6＠440㎜＝3040㎜）
　※マンホール断面欠損を考慮

3）主桁WEBスタッドジベルの計算
・主桁WEBのスタッド配置

　　　隅力Fs1による作用力　　：N＝Fsl／Qa
　　　ここで、

　　N：　必要ボルト本数
　　Qa：　スタッドジベルの許容せん断力（N／本）
　　　　　Qa（φ22）・24919N／本
　Fs　l　：　　2310．2　KN

　　N＝2310．2×　　1000　／　24919ニ　93本以上

　スタッドジベル間隔については最大600mmとする。

　橋軸方向：2000㎜　　WEB高：2050㎜

　橋軸方向：8．0→　　9列　　（両端200㎜中央8＠200㎜・2000㎜）

　WEB高　：　11→　12列　　（両端200㎜中央11＠150㎜＝2050㎜）

3－10
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4．鉄筋定着長の照査

　　剛結部内に定着させる鉄筋長さは、以下に示す照査1～照査3のいず
　れかを満足させる。

　　照査1Ll＜Hを満足させる。

　　　　LlニLa＋B／2　　　　ここで、La＝σsa×φ／（4×τoa）

　　照査2Ll＜Hを満足できない場合は、L2＜Hを満足させる。

　　　　L2ニσsy×φ／（4×τoa）

　　照査3Ll，L2ともに満足できない場合は、スタッドジベルなどを用
　　　　　いて応力伝達を円滑にする。
　　　　　　（その場合、道示に示す最低定着長La＜Hは満足させる。）

　　　　φ　＝鉄筋の直径（㎜）
　　　τoa：コンクリート許容付着応力度二1．8N／㎜乙（σck＝30N／㎜乙）

　　　σsa：鉄筋許容引張応力度・200N／㎜乙（SD345）
　　　σsy：鉄筋許容引張応力度・345N／㎜z（SD345）
　　　　　B＝橋脚幅（㎜）
　　　　H　：桁　高（㎜）

φ　　　　㎜ 51

τoa　　　　N㎜ 1．8

σsa　　　　　　㎜ 200

σsy　　　　N㎜ 345

B　　　　　㎜ 2000

H　　　　　㎜ 2050

La　　　　　㎜ 1417

照査1
Ll　㎜ 2417

、 NO

照査2
L2　㎜ 2444

判 NO

照査3 La　㎜
1417

判 OK

※　照査3を採用する。

La

B／2

1
1
1
1
1
1
1

8
1

La
［

1

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
B

H

・m設計要領第二集
　9章複合構造
　2－6－2

・道示皿　6．6．3
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5．施工上の留意点

1）構造上の留意点

①鋼桁とRC橋脚（橋台）の接合部にコンクリートを充填する場合、
　型枠兼用鋼材の設計にはコンクリート打設による側圧を荷重として考
　慮して設計する。

②コンクリートがしっかりと充填されるよう、適切な空気孔，充填孔
　の配置検討を行う。

③鋼桁を下部工の鉄筋が貫通する孔径は、施工性，施工誤差およびコ
　ンクリート打設時のエアー抜きを顧慮して、鉄筋径＋40㎜程度必要と
　なる。

④主桁下フランジと橋台コンクリートとの交差部は活荷重による主桁
　のたわみの影響により、コンクリートが剥離する恐れがあるので、バ
　ンドプレートの取付、または、コンクリート支圧応力を低減させるた
　めに、硬化ゴムなどの取り付けを検討する。

2）架設での留意点

①桁仮受け架台はコンクリート橋脚（橋台9に悪影響を与えない構造
　とし、コンクリートのまわり，エアー抜きを考慮すること。

②接合部コンクリートの強度が発生するまでは、コンクリートにせん
　断応力を与えないような架設計画をする。
　　・架設時温度変化（昼夜間温度差30℃）による鋼桁の伸縮を考慮し
　　　て、主桁ブロック継ぎ手に隙間を設け、ベント上には滑り板を設
　　　置する。
　　・接合部鋼桁の架設を先行し、接合部コンクリートの強度が出てか
　　　ら隣接桁を上架する。

③接合部コンクリートの充填生の確認
　　・接合部が箱桁形状の場合：ヘッドパイプ（500㎜程度）を取付エ
　　　アー抜きからのコンクリート吹き出しにより確認する。
　　・接合部が飯桁形状の場合：上フランジ下を箱抜きして接合部コン
　　　クリートを打設し、無収縮モルタルを施工する。橋台上面（上フ
　　　ランジ上500㎜程度）まで一気に打ち上げる。

④架設精度の管理が重要となる（特に下部工の鉄筋の立ち上げの精度）
　　・下部工（接合部下2～3mまで）工事が別業者で施工されている場
　　　合、上部工事にて鉄筋を計測し、桁の鉄筋貫通孔の位置を決める
　　　必要がある。
　　・下部工工事が未施工の場合、配筋作業にテンプレートを取付下部
　　　工鉄筋の精度を高める。

3－12



3－3．支圧板形式

1．設計方針

（1）支圧板は、鋼桁の連続していない下フランジ部の応力を、剛結部コンク
　　リートに伝えるのに十分な強度と剛性を確保するものとする。

（2）設計荷重：支圧板には十分な剛性が求められるため、下フランジ全強と
　　　　　　する。

（3）基本構造

支圧板は、補剛リブ①と、補剛リブ①の上下に下フランジと平行な部材②
を設けた剛性の高い構造とする。

工

｝　q 皿

［料、
創
〔
一

⊃
コ

創
＼
工

五　　　　＋’
ρ 管

石
へ
＼
工

工

1
　
n
◎
G ＝B

2
　三1
　
　
2
　
　
L

B　＝　　　　　　　　　　　　2800　　mm

Hニ　　　　　　　　900　mm
n＝　　　　　　　　12
a　＝B／　　l2　ニ　　　233．3　　mm

e＝　　　　　　　　62　　皿皿

bu＝H／2十e＝　512　mm
b　l　＝H　／　2　－　e　＝　　388　　mm

t　f＝　　　　　　　　33　mm

L＝　　　　　　　　700　㎜

料、

　　1ニ

hribニ
trib1ニ

trib2＝

　　tdニ

200
250
24
22

36

㎜
mm

㎜
mm

㎜

e　下フランジから支圧力作用位置までの距離（縦リブと下フランジから
　　なる断面の中立軸）

　　　　　　　　　　　　　　　響

　　　　　　　　　　具コ

　　　　　　　　　　　　ー

A（cm2） Y（c皿）　AY（cm3）AY2（c皿4） 1（c皿4）

1 一Web　PL 250．0 × 24 60．00 14．15　　　849　　12013 3125

1 一LFlg　PL 233．3 × 33 76．99 70

Σ 136．99 849　　15208

e＝ 849　／　136．99 6．198　c皿
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（4）照査項目

　1）剛結部コンクリートの支圧応力度

　　　pO＝F／A≦σck／3．5

　　　ここに、pO　：剛結部コンクリートの支圧力応力度
　　　　　　　F　：支圧力（下フランジ全強）
　　　　　　　A　：支圧面積　AニB×H
　　　　　　　σck：R　C橋脚のコンクリートの設計基準強度

　2）支圧板の板曲げ
　　　補剛リブ①と部材②で囲まれた範囲を、等分布荷重を受ける4辺固定
　　　板として、板曲げ応力度の照査を行う。

　　　4辺固定板：a　x　bu

　　3）補剛リブ①のせん断力

　　　F／（2＊n＊tr重bl＊L）≦τa

　4）部材②の曲げ応力度

　　　補剛リブ間を支持間隔とした単純梁として応力計算を行う。

2．支圧板の設計
（1）剛結部コンクリートの支圧応力度

　　　F＝B×tf×σsa
　　　　＝2800　×　 33　〉〈　210

　　　　ニ19404000N

　　pO＝F／A
　　　　ニ19404000／（2800×900）
　　　　ニ7．7　N／mm2＜rck／3．5＝　30／3．5ニ8．6N／mm2

　　　ここに、σsa：下フランジの許容軸方向圧縮力度の上限値
　　　　　　　　　σsa＝　210　kN／m皿2

　　　　　　　σck：R　C橋脚のコンクリートの設計基準強度
　　　　　　　　　σck＝　30　N／㎜2

道示鋼ll．3．1
コンクリート床版と
鋼げたの合成作用を
考慮して設計する場
合のコンクリートの
許容圧縮応力度
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(2) ~!~,L1~~q)t~ftI~J 

bu / a = 512 / 233.3= 

( Mx ) *=*/2, y=0 

( a x) 
a/2 y=0 

2. 2 

= ~ x pO X az 

= 0.0833 x 7.7 
= 34911 N ･ mm/Inm 
= 34. 9 kN ･ n]/In 

= 6 Mx / td2 

= 6x 34911 / 362 

x 
233. 3 2 

aa = 210 N/um2 

~~ tO.C(h) ~~t~~51~~t~~~:~lt~ 45~~~1~e)~*,h 
~SJ:Or~-;' :/ h ('*0.3)'> 

~1illl~Po . 

b 

~ O 
b 

T 

･ ~r ~ " ~ ~ 
v 

(3) ~~i~glJ jq)t~l~~f~7 

F / ( 2xnxtribIXL ) = 19404000 / ( 2 x 12 x 24 x 700 ) 
1;a = 120 N/uun2 

r*~:~~ j7~~'1~+~~:~~ 

(~7f~~~~~) J 
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（4）部材②の曲げ応力度

　1）断面力の算出

　　　分布荷コq＝P／B＝　19404000／　　2800　＝　　6930N／m皿

　　　　　　　M＝q×a2／8
　　　　　　　　＝6930×233．32／8　　ニ　47149026N・mm

　　　　　M：単純げたとしての支間中央の曲げモーメント

　2）有効幅の算出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ρ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　斎　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　I　I
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⊃
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　』

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　創
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　甚　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　N
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　l　I
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　五

　フランジの有効幅（λ）を道示10．3．5により算出する。
　また、支圧面積を考慮した範囲のみ有効とする。

λ＝b’　　　　　　　（b’／1’≦0．05）

λ＝｛1．1－2（b’／r）｝＊b（0．05＜b’／1’＜O．30）

λ＝0．15＊1’　　　　　（0．30≦b’／1’）

　ここに、

　　λ：フランジ片側有効幅（mm）

　　b’：補剛材と下フランジ間隔の1／2（㎜）

　　r　　等価支間長（㎜）（単純桁）1’ニ233．3mm

b1’　ニ　　bu　／　2　ニ　　　512　　　／　2　ニ　　　256　　mm

b2’ニ　bl／2＝　388　／2＝　194　mm

　　　　bl’／1’＝　256／　233．3ニ　L10≧0．3
　　　　b2’／r＝　194／　233．3ニ　0．83≧0．3

　以上より有効幅は、

　　　　　λ1ニλ2＝λ＝0．15＊1’＝〔233．3ニ　　35．O　mm

　　　　2λ　　　　　　　　　　　　＝　70．Om皿

へ
こ
一

ρ

隔

r
ぺ
《

＃　　　　　　　ρ N
べ
創

，　｝

一
一

＜
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3．縦桁の設計
（1）設計方針

1）支圧板形式の場合、剛結部において鋼桁の下フランジが連続していないの
　で、この箇所にせん断力を橋脚コンクリートに伝達するためのスタッドを
　設置することが出来ない。

2）せん断力を橋脚コンクリートに伝達するためのスタッドを、腹板のみに設
　置すると、腹板上部のスタッドに過大な応力が作用する。

3）1）2）のため、上フランジに縦桁を設け、この縦桁下フランジ面にスタ
　ッドを設ける構造とする。
　縦桁高さは梁・梁間の応力の影響が小さくなる程度の高さとする。ここで
　は、剛結部の下フランジ断面を無視した断面中立軸程度とする。

4）断面

　縦桁フランジ・ウェブは、縦リブの板厚と同厚とする。
　　（縦桁のウェブが縦リブのバックアップ材と考える。）

フランジの幅は縦桁のスタッドジベルが設置できる幅とする。

（2）断面決定

o
o

69jU

2065 280D　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2065

595　　4◎5DO‘1200　320 0 B◎500；2400 0 320　4＠500＝1200　　595
5 5

N

λ1 λ2 λ2 A1

有効幅λ1・1679
有効幅λ2・1238

6950

Φ気1

o
o

A（c皿2） Y（c皿）　AY（c皿3）AY2（c皿4） 1（C皿4）

1 一Web　PL 250．0 × 24 60．00 14．15　　　849　　12013 3125

1 一LFlg　PL 233．3 × 33 76．99 70

Σ 136．99 849　　15208

e＝ 849　／　136．99

縦桁高さ・Yローデッキ厚 368

縦桁の板厚　　24　mm　（縦リブに合わせる。）

6．198　c皿

33　　　ニ　　　　335　　　mm

　10mmラウンド

　　＝　　340　mm

日本橋梁技法1996
r複合構造のラーメ
ン橋隅角部の設計
法に関するひとつの
検討」
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4．スタッドジベルの設計

（1）ダイヤフラム面、縦桁スタッドの設計

1）設計断面力

接合部の曲げモーメントは，ダイヤフラムと縦げた下フランジのスタッ
ドジベルにより伝達するものとして計算する。

『　一

二　　　L，5

≡

一

／Fsl

　　Fc4

rs21

一

㊤・
　D

　　　　　Fsl，Fs2：ダイヤフラムに作用
　　　　　　　　する鉛直方向せん断力
　　　　　Fs3：縦げた下フランジに作用

　　　　　m：縦桁下フランジと支圧板
　　　　　　の間隔

Dニ　2000　mm

H1ニ　1600mm

各面のスタッド作用力決定ケースにおける断面力は以下のとおりである。

坐 Fsl Fs2 Fs3，Fc3

M kN・m 一14400．0 15193．4 一

S kN 1524．9 一1378．3 1652．8

N kN 5774．0 5860．9 一

F　s　l　ニ　N／2　－　M／D　十　S・H　l／2D　ニ

＝　5774／2＋14400　／　2．000
　　　＋　1525　・　L600　／2・2．000ニ

Fs2　ニ　N／2　十　M／D　－　S・Hl／2D　＝

＝　5861／2＋15193　／　2．000
　　　＋　1378　・　1．600　／2・2．000＝

Fs3　ニ　Fc3　＝　S／2＝　　1653　／　2　ニ　　　826．4kN

10697kN

11078kN

・JH設計要領第二集
9章2－6
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2）ダイヤフラム面スタッドジベルの照査

a）設計せん断力の算出
　せん断力は、鉛直方向、水平方向に配置されたスタッドに対して均等に
分布すると仮定する。

鉛直方向せん断力 FニMAX（Fsl，Fs2）ニMAX（
　　　ニ　　　　11078kN

10697， 11078）

b）必要本数

nh◎ph；Lh

工

〉

一11

〉

α
◎
＞
⊂

φ　6　◆　ゆ　命　●　壷　右　◆　専　◆　●　6　0　0　←　◆　◆　ゆ　や

　　ロ　　　　　ロ　　　　　ロ　　　　　ロ

◆◆“Il“樋II““1F“◆611◆◆66
φLO ±1邑LO」』”土金」◆坐」1±一←L∋」≧」12」壱＿」◆5 ◆ す1「『「5 φ「『IIT5一畜下Iす一づーて「1す一や一◎

B

ダイヤフラム高：Hニ　2400mm
ダイヤフラム幅：B＝　2800m皿

　　鉛直方向ピッチ：pvニ110㎜
具水平方向ピッチ：phニ’20㎜

Nh，eqニF×
　　＝　　11078×
　　＝　22．23本

pv／（　Lv　×　Qa　）
110／（2200×　24．919）
　一24本配置する。

ここに、

　F　：鉛直方向設計せん断力（kN）
Lv　：鉛直方向スタッド分布幅（mm）
　pv：鉛直方向スタッドピッチ（mm）
Nh，eq：水平方向必要スタッドジベル本数（本）

c）スタッドジベルの照査

Qv　＝　　F　　／　　N
　　＝　11078　／　　504　＝　　21981　N／本 ＜Qa＝　24919N／本

ここに、

Qv：鉛直方向せん断力（N／本）
　F：鉛直方向設計せん断力（kN）
N　：スタッド総本数（本）
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3）縦桁スタッドジベルの照査

a）設計せん断力の算出
せん断力は、水平方向に配置されたスタッドに対して均等に
分布すると仮定する。

水平方向せん断力　　H＝F　s3 826．4kN

b）スタッドジベルの照査

n＠P二L

』

｝
　
　
n

本
　
　 囮　　　　　n　　　　　n　　　　　口

　　II　　It　　II　　II
　＿＿1L＿ 　　　＿FF＿　　　」1＿
二　　　　　　　　　　　　　　＝　　　　　　二　　　　　　＝

　一 「一 　　　一I－　　　rI皿

叫

D

　ウェブ幅：D＝　　2000mm
　　　縦桁本数：Sニ　4本
1列あたりの本数：nニ　3本
水平方向ピッチ：p’＝300皿m
　スタッド列数：n’＝　6列
総スタッド本数：N＝n×n’　18本

Q　＝　　H　　／　（

　ニ826400／（
　ニ　　11478　N／本

S　×N）
4　×　18）

＜Qa＝　24919N／本
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（2）ウェブ面　スタッドの設計

1）設計断面力

　ウェブ面のスタッドは上部工から橋脚に伝達されるねじりモーメントに対
　して設計する。

　Hw

脈○

Hw　ウェブに作用する水平方向
　　せん断力

B：ウェブ間隔

　　Bニ　　2800　　mm

スタッド作用力決定ケースにおける断面力は以下のとおりである。

Hw　＝　T／B　ニ　　（　9296．1　　）／（　　　2．800　　）　　ニ　　　3320．O　kN

星 Hw』

T kN・m 一9296．1
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2）ウェブ面スタッドジベルの照査

a）設計せん断力の算出
せん断力は、鉛直方向、水平方向に配置されたスタッドに対して均等に
分布すると仮定する。

水平方向せん断力　　H＝Hw　3320．O　kN

b）必要本数

nh◎ph二Lh

＞

一
I　I

＞

位
◎
＞
⊂

◆　◆　◆　6　●　6　6　6　■　◆　●　◎　φ　6　◆

6　◆　◆　●　◆　φ　6　6　◆　○　◆　6　◇　◆　6

も　6　●　◆　◆　6　6　6　6　6　◆　6　◎　6　◆

6　6　6　◆　◆　6　6　6　6　6　◆　0　6　6　◎

◆　6　■　◎　6　6　6　φ　◆　6　●　6　◆　6　◆ 畦
6　6　0　◎　6　◆　●　◆　6　◆　●　じ　◆　壱　◆

6　0　■　◎　6　6　6　◆　6　◆　●　6　轡　6　◆

6　●　◆　6　●　6　ひ　◆　6　◆　●　◆　●　◆　◆ 工
6　◆　　◆　　◆　●　　○　　じ　6　　6　　◆　　○　○　つ　　◆　　6

じ　◆　◆　6　◎　○　◆　●　◆　◆　◆　●　○　◎　●

ゴ
◆　◆　6　●　や　○　◆　6　◆　◆　◆　●　◆　o　◆

◆　◆　6　φ　O　■　◆　◆　◆　6　金　●　◆　◆　◆

◆　6　●　6　0　0　◆　◆　◆　○　●　●　◆　○　◆

◆　6　●　◎　■　o　o　◆　◆　◆　●　●　◆　◆　◆

ウェブ高：H＝　2400m皿
ウェブ幅：Dニ　2000mm

鉛直方向ピッチ：pv＝200皿m
水平方向ピッチ：ph＝150mm

NVreqニ　H　×
　　＝　3320．0×
　　＝　13．32本

ph／（　Lh　×　Qa　）
150／（1500×　24．919）
　一14本配置する。

ここに、

　H　：水平方向設計せん断力（kN）
Lh：水平方向スタッド分布幅（mm）
　ph：水平方向スタッドピッチ（mm）
Nv，。q：鉛直方向必要スタッドジベル本数（本）

c）スタッドジベルの照査

＜水平方向＞
Qh　＝　　H　　／　　N
　　ニ　3320．0／　　154　ニ　　21559　N／本 ＜Qa＝　24919N／本

ここに、

Qh：水平方向せん断力（N／本）
　H：水平方向設計せん断力（kN）
N　　スタッド総本数（本）
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3－4．鋼製柱形式

1）作用力の伝達機構
　主桁と脚で構成された隅角部に発生する鋼断面の各垂直応力、せん断応
力はスタッドジベルを介してRC橋脚のコンクリートヘせん断力として伝達
する。

ふ，

2）部材力の算出
　柱上端位置の断面力を以下の式にて、鉛直方向力と水平方向力に分解す
る。

　　　鉛直方向力　　　　　　　　　　水平方向力
　　　　　F　f＝Nx／2　（B1十B2）×B2±My／B　l　　　　S　fニSy／2十Tx／（2×B1）

Ff十 Ff一 Sf

Nx－Max 3010．5 1478．6 352．2

Nx－M　i　n 3538．2 一1529．5 271．1

Sy－Max 2038．3 240．9 1414．3

Sy－Mi　n 313．0 1969．0 1750．8

Tx－Max 2582．7 一306．2 2056．4

Tx－M　i　n 一231．4 2516．0 2342．8

My－Max 9306．1 一5887．3 1456．4

My－Mi　n 一5515．9 8884．1 1893．5

MAX 9306．1 8884．1 2342．8

MIN 一5515．9 一5887．3 271．1

3〉埋め込み長の決定

ooN寸
”

一

B皿inニ　2000㎜

L，，qニ1．5×B皿in＝1．5×2000　3000㎜
　　　　　　　　　　　→　4200㎜とする。

＊埋め込み柱短辺長のL5倍とするが、次頁のスタッドジベルの照査と合
　わせて、柱の埋め込み長が決定される。

・鉄道構造物等設計
標準・同解説（鋼と
コンクリートとの複
合構造物14．9．5．2）

。JSSCテクニカルレホo一ト

No．63
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4）スタッドジベルの照査

　スタッドジベルに作用する鉛直方向力と水平方向力とがスタッドジベ
ルの許容せん断力以下であることを照査する。また、鉛直方向力と水平
方向力との合力がスタッドジベルの許容せん断力以下となることを照査
する。

a）鉛直方向せん断力に対する照三150㎜　ピッチで配置。　27本配置
　鉛直方向力は、鋼柱端部から下フランジにかけて三角形分布とな
　ると仮定する。

Ω

F

Qv　＝ q　×
2　×
2　×
24619

pv／　Nh
　　F　　　　　　×　　pv　／　（　　　L　　　　×　　Nh

9306100　×150／（4200　×27
N／本　　く　Qa　＝　24919　N／本

ここに、

　　q　　鉛直方向せん断力分布（N／㎜q　　　2　×　F　／　L
　　F　　鉛直方向部材力（N）　　　　F　　　9E＋06　N
　　L　　定着長（㎜）
　　PV　　鉛直方向スタッドジベル間隔（㎜）
　　Nh　　水平方向スタッドジベル本数（本）
　　Qv　　鉛直方向せん断力（N）

b）水平方向せん断力に対する照100㎜ピッチで配置。　27本配置
　水平方向力は、部材幅に対して均等分布と仮定する。

Qh 　S　　／　N
2342800　／729
3214　N／本　　く　Qa

ここに、

　　S　　水平方向部材力（N）
　　N　　全ボルト本数（本）

24919　N／本

S
N

2E十〇6　N

729本
c）合成せん断力に対する照査

Qニ》「（Qv2＋Qh2）

　＝r（246192＋32142）
　＝　24828　N／本　　く　Qa　　24919　N／本

＊柱下端付近は、作用せん断力が小さいため、せん断力の大きさに合
　わせて鉛直方向にスタッドを間引くことが可能。
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3－5．剛結部内側圧の照査（鉄筋定着方式の鋼断面諸元で代表計算）

　　　　剛結部に充填されるコンクリートは、側圧荷重として主桁ウェブに
　　　作用するため、これに対し照査を行う。

　　（1）側圧荷重の算出

　　　側圧荷重は三角形分布として、算出する。

　　　q＝ρ×h　二こに、　q　：側圧荷重
　　　　　　　　　　　　　ρ　：コンクリートの単位体積重量（ニ23kN／mδ）
　　　　　　　　　　　　　h　：コンクリート打設高（m）

1
1
1
1
1 h
1
1
1
1
1

l　l

1
1
1
1

1
1
1
：
1
．
4
：

O　　　o
O　　　o
o　　　o
N　　　寸

1
1
，

1
1
1
1
1

4000

主桁部材諸元

主　パネル百 A mm 2000

ウェ　旱 tw ㎜
15

ウェ　局 h ㎜ 2050

質 一 一
SM490Y

補剛材諸元（応力部材として自由突出の規定を満足する）

主桁ウェブ

1　　百
㎜
130

1　厚㎜
ll

1
唖圧　＿畠 mm 1000

㎜
SM400
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（2）補剛材の設計

　剛結部内補剛材は三角形分布荷重（側圧荷重）を受ける両端固定梁
として設計する。また、補剛材は垂直補剛材としての必要剛度を確保
するものとする。

曲げモーメント
せん断力
たわみ

主桁ウェブ側側圧

　　　　　　　a

M＝0．02144QhZ
Sニ7Qh／20　（kN）
δ＝Qh4／764．2EI

（kN．m）

（m）　〈　h／250

Q　ニ　q×a　　　（kN／m）

補剛材の側圧分担幅

＊補剛材はウェブ有効幅との丁断面として応力照査を行う。
　また、有効幅の算出に用いる等価支間長は0．6hとする。

補剛材1本当りの断面力

コンクリー　の　、 ρ m 23

主桁ウェブ

口　弓 q N皿 47．15

簡　弓叉 Q kNm 47．15

レモーメン M kN．m 4．25
せ S kN 33．87

補剛材剛度の照査

1　日隔
a（㎜）

必要1叉
　（cm与）b　㎜　　t　㎜

3225 2050 15 234．5

1 l　　l［又

B　㎜　　T　㎜ （cm襲）

130 ll　　SM400 805．6

補剛材としての応力度

主桁ウェブ
有効幅
等価支間長　l
　　　　　　bl
　　　　　　b2
　　　　　　λ1
　　　　　　λ2

1230　（㎜）

557　（㎜）

557　（mm）

185　（㎜）

185　（㎜）

一一一一一〇．6h

bl／1＞　0．3
b2／1　〉　0．3

A（cm乙）y（c皿）Ay（cmφ）Ay¶（cm聾）
370　×　15

130　×　l　l
55．5
14．3

7．25 402 2928
201

69．8 402 3129

－2320
δ

y
5．8　（cm）

12．3（cm）

垂直応力度　　　σ＝　64　　〈　σa
せん断応力度　　τニ　24　　〈　τa

最大たわみ

809

140　（N／㎜乙）
80　　　（　N／mm乙　）

δ＝0．900　〈δa＝h／25　8．2　（㎜）

・道示mO．4．4

・道示mO．3．5

3　　27



（3）パネルの照査

ダイヤフラム及び補剛材で囲まれたパネルの照査は、等分布荷重を
受ける4辺固定版として行う。

h

曲げモーメント
断面係数
曲げ応力度
たわみ

応力度照査

E
ソ

〃；zウ1，

〃％脇

％　彪

h

M＝γ×q×h乙　一一一一一　（kN．m／m）
Z　ニ　100×〆／　6　　一一一一一　　（　cm」／皿　）

σ＝M×loo／Z×lo」一一一一一　（N／㎜乙）

wニα×q×h4／D　（皿）　〈h／250
　　［D＝E×t‘／（12×（1一ソ乙））］

ヤング係数
ポアソン比

（＝2．0×100N／㎜乙）

（＝0．3）

a，b

（㎜）

　h

（㎜）

　t

（㎜）

a，b　h γ 　　q
（kN／m2）

1000 2050 15 0．49 0．Ol236 49．5

　　M
（kN．m／m）

　Z

（cm3）

　　σ

（N／㎜2）
　σa
（N／㎜2）

2，571 37．5 69 210

たわみ照査

a，b

（㎜）

1000

h
（㎜）

2050

t
（mm）

15

a，b　h

0．49

α

0．000096

　D
（kN・m）

61．813

　

（㎜）

1．358

　　

（㎜）

8．2
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・構造力学公式集
　（土木学会）
表10．6（1）より



3－6．孔あき鋼板の設計（鋼製柱形式で代表計算）

　　（1）作用力の伝達機構
　　　主桁と脚で構成された隅角部に発生する鋼断面の各垂直応力・せん断
　　応力は、孔あき鋼板を介してRC橋脚のコンクリートヘせん断力として伝

　　達する。
　　　なお、RC橋脚へ伝達される断面力のうち、引張力は、穴あき鋼板から
　　接合部コンクリートに定着された主鉄筋に伝達する。また・圧縮力は・
　　　主桁下フランジ下面の支圧力と孔あき鋼板が分担して、コンクリートに

　　伝達する。

主桁 横桁

O
O
。
寸
　
略
想
副
曝

　　　iii萎ii

　　　lli§1

　　　………i………ii

　　　　OO垂難iiii……藝。・

　　　……………i38

　　　　00
　　　、＝≡◎O

　　　　OO

　　　　oo
　　　、oo
　　　　OO

鋼製柱

33ii…iiii

oo羅　　RC円柱i§……………i…

iiiii櫃

33・…ii

93i彗萎

oo
OO

OO
oo

OO
OO

OO
OO

』
0 0
翠・00

。o…li

，iOO 00、
。Oi葦

萎oo oo難
．棄oo
00
、oo
』i　oo

oo

。Oil…i…

≡…糞『誹 　　　　　翼
鋼製柱2000憎m

RC角柱4500mm

孔あき鋼板構造概要図

o
o
oo
o ◎oo め　o
o
寸 胆N

想
固
騒

圧
O
匡

騒
袖
櫓
諒

孔あ 鋼板配置5 420

製柱2100

橋軸方向

孔あき鋼板配置概要図

昼
択
収
裡
擢
輝
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（2）使用孔あき鋼板緒元

　形状

径吻勿

孔構　e

孔あき鋼板幅b

孔あき鋼板寸法図

o

の

匪
誕
慮

t　　22㎜

e　l50㎜

d　70㎜

b　350㎜

（3）鋼2主桁橋の剛結構造に関する設計・施工方針（案）
　　　　　　　　　　　　　　　　（高速道路技術センター（財））による設計

a）孔あき鋼板の許容せん断耐力
　剛結内に用いる孔あき鋼板ジベルの許容せん断耐力Qa
　孔直径・70㎜，板厚t・22㎜の孔あき鋼板の許容せん断力Qaは、

Qa　　O．3×　d2　×σck　（1孔当り）

　　　0．3×　4900　×　30
　　　　44100N

b）ひとつの部材に配置された複数のずれ止めに作用するせん断力は
　均等に分配されるとし、必要孔数Nreqは、

Nreq　　　P　f　／　　Qa

　　　　9306100　／　　44100

　　　　212個　く　224個

c）孔あき鋼板のせん断応力度の照査
許容せん断耐力Qaを得るためも条件として、次式を満足するものとす
　る。

孔間の鋼板断面積を算出する。

As；　（　e－d　）　×　t
　　＝　150　－　70　×　22
　　ニ　　1760　㎜2

鋼板のせん断破壊の照査

As≧　0．63　×　d2×σck／σy
　　＝　0．63　×　4900　×30／355
　　　　　　　　2　　＝　　261　㎜

d）孔内コンクリートの支圧破壊の照査

c1／t＜　8

d／t＝70／22　3．2

・鋼2主桁橋の剛結
構造に関する設計・
施工方針（案）（財）
高速道路技術センター

式　3．4．1

式　解3．4．1

式　3．4．2

式　3．4．3
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e）孔あき垂直補剛材の照査
τ

Ats

P　f／Ats
9306100／223520
42N／㎜2　＜　80N／㎜2

4　×　　4500

223520㎜2
28×70×　22

f）孔あき鋼板の合成応力度の照査
R　C橋脚仕口部の曲げモーメントおよび軸力の合力により、孔1個に
作用するせん断力P　fは、

P　f　l　　P　f／　N

　　　　9306100／　224
　　　　41545　N

RC橋脚仕口部のせん断力により、孔1個に作用するせん断力S　f1は、

S　f　l　　Sf／　N
　　　　2342800／　224
　　　　　10459　N

合成応力度の照査

　P　f　l　　　　　　S　f1

（Qa）2HQa）2〈L2
（編1）2＋1辮）・ 1　〈　1．2

（4）孔あき鋼板ジベルマニュアル（土木学会）による設計

1）孔あき鋼板ジベルの終局限界状態における設計せん断耐力

a）孔あき鋼板の許容せん断耐力
　　　　　　　　（D　l3の鉄筋を貫通させるものとする。）
終局限界状態におけるせん断耐力Quは、次式によって計算した値とす
　る。

孔直径・70㎜，板厚t・22㎜の設計許容せん断力Quは、

Qu　 l．9A－106．1×103
　　　L9×171114－106100
　　　210461　N

A＝』哩×f・cu＋
　　　　　　4
　　　π（702－132）　　　π
　　　　　　　　　　　　30　十
　　　　　　4

π　×

171．ll×　103

ここに、

　f’cu　　コンクリートの設計基準強度

　　d　　孔径
　φst　　貫通鉄筋の鉄筋径
　fst　　貫通鉄筋の設計引張強度

φsI2　　　×　f　s　t4
×　13　2
　　　　　×　4504

30N／mm2
70　㎜
13　㎜

450N／mm2

式　解3．4．5

孔あき鋼板ジベル
設計マニュアル
　（土木学会）

式　5．L1

式　5．1．2
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b）孔と孔の間の鋼板のせん断破壊強度は、次式によって計算した値

　　とする。

Qs・÷×ギ×As≧Qu
　　　＝一旦一×亜×　1760
　　　　　3　　　　3
　　　ニ347．11×103≧Quニ210．46×103N

ここ1こ、

Qs　　鋼板の設計せん断耐力
As　　2つの孔の間の鋼板部分面積（㎜2）

σy　　鋼板の降伏点応力度（N／㎜2）

2）孔あき鋼板ジベルの終局限界状態における設計せん断耐力

a）PBLジベルの使用限界状態における照査は、次式により行うものと

　　する。

Q／Qa≦1
　41545／69452ニ0．598≦　1

　ここに、
　Q　：設計せん断力（N）　　9306100　／　224＝　41545N
　Qa　：使用限界状態における設計せん断耐力（N）

　b）使用限界状態を照査する場合の設計せん断耐力Qaは、次式によって

　計算した値とする。

Qa＝γ（1．9・A－106×103）
　　　・＝0．3×（1．9×171114－106×103）

　　　＝　69452N

　ここに、
　A　：171．ll×　103　　　（式5．L2による）
　γ　：使用限界状態の照査に用いる安全係数
　　　　　　　　　　　　　　　　（本マニュアルでは0．33とする。）

Qu　1．9・A－106．1×103
　　　1．9×171114－106100
　　　210461　N

A二準×fc・＋π×薯st2×fst
　　　π（7・2－132）3。＋π×132
　　　　　　　4　　　　　　　　　　　　　　　4

　　＝171．11×103
ここに、
　f’cu　　コンクリートの設計基準強度　　30N／㎜2
　　d　　孔径　　　　　　　　　　　　　70㎜
φs　t　　貫通鉄筋の鉄筋径　　　　　　　　13㎜
f　s　t　　貫通鉄筋の設計引張強度　　　　450N／㎜2

×　450

式　5．L3

式　5．2．1

式　5．2．2

3　　32



b）孔と孔の間の鋼板のせん断破壊強度は、次式によって計算した値
　とする。

Qs

ここに、
Qs

As

σy

＿至＿×旦
　3　　　3
　5　　　355

一×一3　　　3
347．l　l　×

× As≧　Qu

×　　1760

103　≧　Qu

鋼板の設計せん断耐力
2つの孔の間の鋼板部分面積（㎜2）

鋼板の降伏点応力度（N／㎜2）

210．46×103　N

3）孔あき鋼板ジベルの終局限界状態における設計せん断耐力

a）PBLジベルの使用限界状態における照査は、次式により行うものと
する。

Q／Qa≦l
lO459　　／　　69452 0．151　≦　　1

ここに、

Q　　設計せん断力（N）　　2342800　／　224
Qa　　使用限界状態における設計せん断耐力（N）

10459N

b）使用限界状態を照査する場合の設計せん断耐力Qaは、次式によって
計算した値とする。

Qa γ（1．9・A－106×
0．3×（1．9×171114
69452N

103　）

一106×103）

ここに、

A　　l71．11×　103　　　（式5．1．2による）
γ　　使用限界状態の照査に用いる安全係数
　　　　　　　　　　　　　　（本マニュアルでは0．33とする。）
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§5　利点・欠点・計画上の留意点

　試設計を踏まえ下表に各接合方法における利点・欠点・計画上の留意点を挙げる。

利点 欠点 計画上の留意点

02主桁以上においては、上下部工形状に関係 01B　OX形式で橋脚幅がB　OX幅に比べ広 ○上部工側に接合部を取込む構造のため、桁幅

なく、剛結部の取り合いについて、比較的 い場合、橋脚からの鉄筋の立ち上げ方法に ＝脚幅である方が望ましく、比較的広い幅

鉄
筋
定

容易に計画が可能である。 　工夫が必要となる。

○箱桁形式では下フランジに鉄筋を貫通させる必

員の橋梁に適していると思われる。

着
形

要があり鉄筋量が多くなると、施工精度の

式 十分な管理等、施工上不利となる。

○鉄筋定着長が確保できる構造（桁高）である

必要がある。

○鉄筋定着形式に比べ、下フランジに鉄筋を貫通 ○中間支点（剛結）に正曲げ（負反力）が発生 ○上部工側に接合部を取込む構造のため、桁幅

させる必要がないため施工上有利である。 する不等径間の橋梁には適用できない。 ＝脚幅である方が望ましく、比較的広い幅

支
圧
板
．

○支圧板部分の構造が複雑となる。

○鉄筋定着長が確保できる構造（桁高）である

員の橋梁に適していると思われる。

形
式

必要がある。

○鉄筋定着形式に比べ、下フランジに鉄筋を貫通 ○下部工側に接合部を取込む構造のため、桁幅 ○埋め込み部において、コンクリート打設（材

埋
め
込
み
、

させる必要がなく、落とし込む構造である

ため施工上有利である。

　＜脚幅である必要がある。

○埋め込みを含む部材形状が大きくなり、ブロ

　ック割りに工夫が必要となる場合がある。

料・方法）に対して、充填計画の充分な配

慮が必要である。

．
注
形

○取り合い構造によっては、埋め込み部の水密

式 性が不十分となり、鋼とコンクリートの隙

間から雨水浸透の恐れがある。
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泌菱式 一 日1 主 形’ 注 工　月目　　男

清洲JCT

Dランプ橋
7径間連続鋼床版箱桁複合ラーメン橋 6．04 52．4＋65．＋65，＋43．＋32．5＋68．＋53．85 1箱桁 φ4．5m JH（中部） 2004／U

豊田JCTランプ橋 鋼5径間連続鋼床版箱桁ラづン橋
有効幅員：

10～13．55
101．75＋115＋117＋115＋99．75 2箱桁 一 JH（中部） 2003／3（～施工） B＋HO208P．41

橋梁年鑑H14

栄高架橋 鋼7径間連続複合ラーメン橋 21．14 32．2＋32．2＋32．2＋37．5＋43．5＋37．5＋35 2飯桁 壁式RC構造 JH（関東） 2003／3（～施工） 道路橋年鑑町4P．L84

下浜鮎川橋 3径間連続2主飯桁ラーメン橋 全幅員11L3
有効幅員110．27

53．9＋67＋45．9 2飯桁 鋼管複合橋脚 JH（東北） 2002／7（～施工） B＋H200403P．19

笠ノ川橋 5径間連続合成2主飯桁複合ラづン橋 有効幅員＝9．04 53．9＋68＋68＋68＋53．9 2飯桁 壁式RC構造 JH（四国） 2001／12（～施工） B＋a200402P．23

鋳銭司橋 鋼6径間連続ラーメン箱桁橋 5．89 46．5＋54．5＋3＠46＋46．5
一 壁式RC構造 JH（中国） 2001／3（～施工） 道路橋年鑑H14P，184

今別府川橋 3径間連続鋼飯桁複合ラーメン橋 9．8 48．2＋81．5＋57．2 2飯桁 2，5mx6，7皿 JH（九州） 2001／1

鯉川橋 鋼6径問連続2主飯桁複合ラーメン橋 有効幅員二10．5 45．35＋4＠57．75＋54．35 2飯桁 壁式RC構造 』田（東北） 一 B＋H200210P．11

香坂川橋 鋼7径間連続飯桁橋 8．5 L＝287 一 壁式RC構造 JH（関東） 2000／9（～施工） 道路橋年鑑HL4P．182

宿茂高架橋 鋼4径問連続複合ラーメン飯桁橋 有効幅員：9．0 45．3＋85＋85＋45．3 2飯桁 壁式RC構造 JH（四国） 2000／3（～施工） B＋H200004P．25

川之江東JCT
Cランプ 鋼10径間連続ラづン箱桁

有効幅員：

6．5～8．24
44．5＋2＠45．5＋54＋47，079＋44，251＋46．5 1箱桁 壁式RC橋脚 JH（四国） 1998／5（～施工） 道路橋年鑑H13P．140

芝生第四高架橋 鋼7径間連続ラーメン桁橋 有効幅員：8．5 41．9＋40．5＋41＋3＠44＋43．4
一 壁式RC橋脚 JH（四国） 1998／5（～施工） 道路橋年鑑H10P．167

川之江JCT
Bランプ橋

7径間非合成飯桁複合ラーメン橋 8．5 44．9＋47．5＋47．0＋44．＋44．＋44．＋43．4 4飯桁 2，5mx6．5m 皿（四国） 1997／11

横浜青葉IC
Dランプ 鋼7径間連続箱桁橋 有効幅員1

7～7．3
33＋4＠40＋42＋44 2箱桁 円柱式RC橋脚 JH（関東） 1997／10（～施工） 道路橋年鑑Hl3P．136

北千曲川橋 鋼4径間連続ラーメン箱桁 有効幅員：9．00 L＝348 1箱桁 円柱式RC橋脚 JH（関東） 1997／2（～施工） 道路橋年鑑肌O　P．162

岡豊橋 鋼4径間連続ラーメン飯桁 有効幅員19．00 L；317 4飯桁 壁式RC橋脚 JH（四国） 1997／2（～施工） 道路橋年鑑H10P，167

小鉾岸川橋 鋼単純飯桁 有効幅員：10．5 L＝38 一

鋼単純飯桁と
橋台の剛結
〔逆丁式橋台）

JH（北海道） 1996／12（～施工） 道路橋年鑑肌O　P．158

観音沢川橋 鋼2径間連続ラーメン飯桁 有効幅員＝9．25 L＝95 4飯桁 壁式RC橋脚 JH（関東） 1996／3（～施工） 道路橋年鑑H10P，162
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